
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度 7月補正予算令和02 通常 令和02 07 22
0202010109 社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略

01 成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成輸送機産業受注開拓支援事業
競争力強化による航空機産業と自動車産業の成長促進01

産業労働部 地域産業振興課輸送機産業振興 輸送機産業振興班 2242 松井信光 飯島洋幸

令和02 令和02

・輸送機産業（自動車、航空機等）への部品サプライヤー参入は通常ハードルが高い。・新型コロナ ・県内企業へ試作費を支援することで、県外企業への営業活動を促進し試作受注増加を図る。・試作
ウィルス感染症の影響により輸送機産業の国内製造拠点分散化の機運が高まっており、関東・中部・ 実績により次年度以降の試作受注継続や新たな試作受注を目指し、将来の量産受注につなげる。
関西以外地域の企業にとってサプライヤー参入の好機である。・サプライヤー参入を目指す場合、量
産受注の前に通常、試作により製造技術等を示す過程がある。・県内企業へ試作費を支援することに
より、試作受注営業活動が促進され、試作受注実績から量産受注に繋げ出荷額増加を目指す。

○ ●

県

県内企業

■ □ R02 05

・県外大手企業への営業活動（県内企業と県で連携実施）・県内企業の試作に要する経費を支援（補
□ □ ■ □ 助率４／５　上限４００万円）

□

・輸送機産業の国内製造拠点分散化の動きにより、新規試作受注の機会がある。・一方で新型コロナ
ウイルス感染症の影響による業績悪化で開発試作費の捻出が困難な状況である。・試作費への支援に

・委託⇒不適、主体が県となる。今後の試作受注継続や量産受注まで県内企業が主体的に活動する必要がある。・県外大手より、新規試作受注が目指せる。
企業へ補助⇒不適。県内企業の営業活動が促進されず、今後の試作受注ノウハウが蓄積されない。・大手企業誘致⇒他部署
で実施。企業の初期投資リスクが大きく、進みが遅くなる場合があるというデメリットがあるため、本事業では試作受注か
ら将来の量産受注（仕事の誘致（ＯＥＭ））を目指す。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

輸送機産業受注開拓支援事業 県内企業の試作に要する経費へ助成（補助率４／５　上限４００万円）
01
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６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

次年度以降の試作受注継続や新規試作受注、量産受注

試作継続・新規受注率

●（試作継続件数＋新規試作受注件数＋量産受注件数）／助成件数

○

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
                 100                                        100                    

                    

                    助成企業へのヒアリング

                    

● ○ ○0 6

○
○

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
                                                                                   

                    

                    

                    

○ ○ ○

通常新規参入が困難な産業であるが、拠点分散化の動きにより参入の機会が生じた。企業
の開発試作費捻出困難という課題に対し、試作費を支援することで、試作実績を増やし将
来の量産受注につなげ、出荷額増加を目指す。

新規参入機会がある中、試作費捻出困難という状況のため、試作費への支援ニーズがある
。

□□ □
■

受注する製品によっては単独企業では完結しないものも想定されることから、県が県内企
業のマッチングを図り県内サプライチェーン構築することが、コスト削減につながり将来
の量産受注可能性も上がるほか、本県においては脆弱な財務体質の中小企業が多く量産に
向けた入口である開発試作に係る経費を県が支援するなど、県が関与すべきと考える。

○ ○


